
行政改革について

背景（総務省「地方行政サービス改革の推進に関する留意事項」（平成27年））

• 人口減少・高齢化が進み、地方財政は厳しい状況にある
• 社会保障・子育て・教育など、住民ニーズは多様化・増大している
• 経営資源の制約が強まる一方、行政需要は今後も確実に増加する見込みである
• BPR（ビジネス・プロセス・リエンジニアリング：仕事のやり方を根本から見直して、より効率的な流れに作

り直すこと）・ICTを活用した業務改革により、人的資源を本来の公務に集中させることが求められている

　羽村市では、平成6年度から令和3年度までの約30年間、6次にわたる行財政改革基本計画を策定し、 効率的・効果的な行政運営の
実現に継続して取り組んできました。
　令和4年度からは、この取組を第六次長期総合計画の「自治体運営の方針」に統合し、計画的に推進しています。

平成６年度～令和３年度

羽村市の行政改革

羽村市長期総合計画
↓

行財政改革基本計画
↓

位置付けた事務事業の推進

令和４年度～

第六次羽村市長期総合計画
「自治体運営の方針」

↓
　位置付けた事務事業の推進

行政改革の推進 行政改革の推進

【資料６】



　第六次長期総合計画の「自治体運営の方針」の２つの施策・５つの方向性のもと、毎年度の事務事業を通じて行政改革を推進して
います。

羽村市の行政改革の取組（令和４年度～令和６年度）

施策1　新たな時代に順応した行政サービスの提供

1. 利便性の高い行政サービスの提供
　　（ＤＸ推進・キャッシュレス・マイナンバー　等）

2. 機能的かつ弾力的な行政運営の推進
　　（外部評価・内部統制・職員定数適正化　等）

3. 職員の育成・活用
　　（研修・人事評価・カスハラ対策　等）

4. 官民連携の推進
　　（包括連携協定・指定管理者制度　等）

5. 自治体間の広域連携の推進
　　（西多摩広域行政圏・姉妹都市交流　等）

施策2　健全な財政運営

1. 人口動態・財政状況を踏まえた事務事業の改善・見直し
　　（枠配分予算・事務事業の見直し　等）

2. 安定的な歳入の確保
　　（課税客体調査・受益者負担の適正化　等）

3. 新たな財源の確保
　　（ふるさと納税・クラウドファンディング　等）

4. 持続可能な公共施設マネジメントの推進
　　（公共施設の総量抑制・市有地の売却　等）

5. 財務マネジメントの強化
　　（財務書類の作成・活用　等）

令和４年度末

３３
対象事業

効果額　554,715千円

令和６年度末

３５
対象事業

効果額　201,018千円

令和５年度末

４１
対象事業

効果額　92,796千円


